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公共事業コスト構造改革　(参考)　

１．目標期間等

２．評価項目

平成１５年度から５年間(社会資本整備重点計画と整合)で、平成１４年
度と比較して１５％の総合的なコスト縮減を図ることを目標としてい
る。

従来の工事コストの縮減に加え、以下の項目も評価
　
　○工事コストの縮減(規格の見直し分)
　○事業便益の早期発現をコスト換算

　○将来のランニングコストの縮減を現在価値に換算
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